川越町被災者生活再建支援システム等構築業務公募型プロポーザル実施要領
 
１．趣旨
本業務は、本町における防災・減災対策及び被災者支援業務をデジタル化し、平時から発災時、復旧・復興期に至るまで切れ目のない対応を可能とすることで、住民の安全・安心の確保と迅速な生活再建を図ることを目的とする。
具体的には、以下の３つの機能を有機的に連携・運用し、災害対応業務全体の合理化と高度化を実現する。
（1） 被災者生活再建支援システム：住家被害認定調査及び罹災証明書発行プロセスのデジタル化による業務の効率化と、被災者台帳の一元管理による迅速な生活再建支援。
（2） 避難行動要支援者システム：平時からの要支援者情報・避難支援者情報の適切な管理と、災害時の迅速な避難支援体制の構築。
（3） 被害情報集約システム：発災時における各避難所の開設・混雑状況や、地域の危険箇所等の迅速な集約と情報共有。
本実施要領は、上記システムを導入するにあたり、公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）により豊富な経験と高い専門知識を有する事業者から広く提案を募り、技術的・運用的に最適な事業者を選定するため、必要な事項を定めるものとする。
 
２．業務の概要 
（１）業務名　　川越町被災者生活再建支援システム等構築業務委託
（２）業務内容　　川越町被災者生活再建支援システム等構築業務仕様書のとおり
（３）業務の期間　　契約を締結した日から令和９年３月３１日まで
（４）契約上限額　　4,863,100　円（消費税及び地方消費税相当額を含む）
　　　　　　　　　　※初期費用（設定、システム環境構築等）やシステム利用料等、本業務の実施に必要な費用一式を含む（操作研修費用及び令和９年４月１日以降の保守費用は含まない）。
 
３．プロポーザル参加資格要件
　（１）応募者
①　応募者は、本業務を遂行する能力を有する単独事業者とする。
②　応募者は、応募を含むそれ以降の提案に係る諸手続及び契約等に係る諸手続を行うこととする。 
（２）参加資格
応募者の資格要件は、次のいずれにも該当する者とする。
①　本町との協議・調整に十分な能力を有し、契約及び本業務の実施、諸条件の変更等について柔軟な対応ができること。
②　川越町競争入札参加資格者名簿に登載されていること。
③　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号のいずれにも該当しない者であること。
④　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
⑤　川越町建設工事等指名競争入札参加者指名停止基準要綱（平成１８年要綱第２１号）に基づく 指名停止措置、又は川越町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成２０年要綱第４号）に基づく指名除外の措置を受けている者でないこと。
⑥　令和３年４月１日以降に、市区町村又は都道府県において、以下のア～ウの全ての機能要件を満たすシステム構築業務を元請として完了した実績を有すること（※ア～ウはそれぞれ別の契約・別自治体での実績を合算して満たすことでも可とする）。
ア　避難行動要支援者管理機能
イ　被害情報集約機能
ウ　被災者台帳作成、住家被害認定調査及び罹災証明書発行機能
ただし、リース等により複数年契約で履行を継続しているものについては、当該システム運用開始後、満１年間を経過していること。
⑦　市区町村の基幹系業務システム（住民記録システム等）とのデータ連携実績を有すること。
⑧　個人情報保護及び情報セキュリティ管理体制を有していることとし、次のいずれかを取得していること。
・プライバシーマーク（JIS Q 15001）認定
・ISO9001認証
・ISO/IEC27001（ISMS）認証
・ISO/IEC27017認証

４．スケジュール
	実施内容
	期日・期間

	公募案内の公表
	令和８年　８月１３日（木）

	質問の提出期限
	令和８年　８月１９日（水）午後４時３０分まで

	質問の回答及び公表
	令和８年　８月２４日（月）予定

	参加申込書類提出期間
	令和８年　８月３１日（月）午後４時３０分まで

	企画提案書類提出期間
	令和８年　９月　７日（月）午後４時３０分まで

	プレゼンテーションの実施
	令和８年　９月１６日（水）予定

	審査結果の通知
	令和８年　９月２４日（木）予定


　
５．質問及び回答
    　本プロポーザルに関して質問があるときは、質問書（様式４）を作成し、下記により提出すること。 （１）受付期間
令和８年　８月１９日（水）午後４時３０分まで （必着）
（２）提出方法
質問書（様式４）を添付した電子メールにより提出し、メール送信後、到着確認のため提出先に電話連絡すること。
（３）質問に対する回答
①　令和８年　８月２４日（月)までに質問者を伏せて、川越町ホームページに掲載する。ただし、質疑の内容により回答できない場合がある。
②　質疑に対する個別の回答は行わない。また、回答に対する問い合わせ及び異議申し立ては受け付けない。

６．参加申込書類の提出
    本プロポーザルへの参加を希望する場合は、次により書類を提出すること。
（１）提出期間
     令和８年　８月１２日（水）から　８月３１日（月）午後４時３０分まで（必着）
（２）提出書類
①　参加申込書（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　１部
②　会社概要及び業務実績書（様式２）　　　　　　　　　　原本１部、写し６部
③　業務実績として様式２に記入した業務の契約書の写し　　原本１部、写し６部
④　会社概要のわかるパンフレット等（既存のもので可）　　原本１部、写し６部
　　　⑤　業務体制及び配置予定者調書（様式３）　　　　　　　　原本１部、写し６部
⑥　各種認証登録証：プライバシーマーク、ISO認証（ISO9001･ISO/IEC27001･ISO/IEC27017）
の写し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いずれか1部
（３）提出方法
    郵送又は持参とする。
郵送の場合は、当町に到達したことの確認がとれる方法（一般書留、簡易書留、レターパックプラス）とし封筒の表に「プロポーザル参加申込書在中」と書き、提出期限までに届くように発送すること。なお、郵便事故等について、当町はその責めを負わない。
持参の場合は、受付期間中の午前９時から午後４時３０分までの間に受け付ける（土・日曜日を除く。）。
提出先は「13 問い合わせ先」のとおり。 

 ７．企画提案書類の提出
（１）提出期間     令和８年　９月　７日（月）午後４時３０分まで（必着）
（２）提出書類
　　　①　企画提案提出書（様式５）　　　　　　　　　　　　　　原本１部
②　企画提案書（任意様式）　　　　　　　　　　　　　　　原本１部、写し６部
　　企画提案書は、原則、両面カラー印刷で、Ａ４サイズ２０枚以内とし、Ａ４サイズ以上の場合はＡ４サイズに折りたたむこと。使用するフォントの大きさは、１１ポイント以上とすること。ただし、脚注、図表等についてはこの限りではない。
　　また、企画提案書は１者につき１案とし、社名・団体名等が判別できる表現・記載はしないこと。専門知識を有しないものでも理解できるよう、脚注を付記するなど、わかりやすい記載に努めること。提出後における企画提案書の内容変更、差替え、又は再提出は認めない。
③　見積書（様式６）及び見積書内訳書（様式６－１）及び参考見積内訳書（様式６－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原本１部
　　仕様書に記載する本業務に必要となる全ての費用の合計金額を記載すること。
　　なお、見積価格（消費税及び地方消費税を含む）が、２（４）の契約上限額を超える場合は選定しないので注意すること。
（３）提出方法
    ６．（３）による。
　（４）見積書について
本業務（以下の「ア　本業務に係る見積一式」）にかかる費用総額を様式６「見積書」に記載し、提出すること。加えて、その内訳が分かる明細書を添付すること（様式６－１）。
※①住民基本台帳データや家屋課税台帳データを取込むための変換ツール等の構築に費用負担が必要であれば、提案価格に含め見積ること。
※②評価の対象とするため、様式６－２にて、令和９年度以降の年間クラウド利用料・保守経費・操作研修費用の概算見積及び災害発生時の想定対応費用見積も併せて提示すること。
ア　本業務に係る見積一式
提案内容をふまえ、システム等構築費用を見積ること。なお使用する端末台数は以下の数量を想定し必要ライセンス数を見積もること。また、災害規模に応じて柔軟にライセンスを追加できる契約形態であること。

	端末種別
	台数

	罹災証明申請受付端末数
	１台

	本業務管理端末数
	３台

	タブレット端末数
	３０台


イ　災害発生時の想定対応費用見積
本業務システムを用い、災害発生時を想定した対応費用見積を以下の条件で見積り、参考見積内訳書（様式６－２）に記載すること。
	種別
	条件

	想定災害種別
	南海トラフ巨大地震を想定

	想定住家被害認定調査件数
	揺れによる被害想定
全壊2,500棟、半壊3,200棟

	期間
	６ヶ月

	班数
	２０班（１班当たり３名を想定）

	１日１班が調査できる棟数
（１・２次調査共に想定）
	（１次調査）２０棟
（２次調査）　４棟

	その他
	職員研修教育費、支援費、追加ライセンスやその他経費が生じる場合は明記すること



８．プレゼンテーションの実施
　（１）日程等
①期日　令和８年　９月１６日（水）予定　　※　時間は参加者に対して追って連絡する。
②場所　川越町役場 ２階 大会議室
（２）方法
①提出された企画提案書等に基づくデモンストレーションを含むプレゼンテーション及びヒアリングを行う。１者当たりの時間は４０分以内（ヒアリング１０分程度）の予定である。
②プレゼンテーション等は非公開とし、出席者は本業務に係わる予定の者４人以内とすること。
③プレゼンテーション等に求める内容は、企画提案書及び業務体制及び配置予定者調書（様式３）に関するものとする。
④本町所有のデジタルホワイトボード（75型、ＨＤＭＩで接続可）を使用する場合は、令和８年９月７日（月）までに申出を行うこと。その他必要な電子機器等は、全て提案者で用意すること（電源は貸与する。）。

９．審査
（１）審査方法
　　①選定にあたって、庁内に「川越町被災者生活再建支援システム等構築業務委託公募型プロポーザル審査委員会」（以下「審査委員会」という。）を設置する。
②審査委員会は、別添「評価基準」に基づき、提案者の企画提案書等の各項目について、委員ごとに採点を行い、総合点の最も高い者を受託候補者として選定する。
③総合点の最も高い者が２者以上いる場合は、提案見積の項の得点の最も高い者を受託候補者として選定する。
④上記③の場合において、提案見積の項の得点の最も高い者が２者以上いる場合は、抽選により選定する。
⑤提案事業者が１事業者のみとなった場合でも審査を行う。なお評価項目合計の６割を最低基準点とし、採点結果が最低基準点を満たす場合は当該事業者を契約候補者として選定する。
　（２）評価の配点について
評価の点数については、技術点、価格点を合計した、評価基準に基づき200点満点とし、得点配分については以下のとおりとする。
	評価項目
	配点

	業務全体
	２０点

	生活再建支援システム
	１３５点

	避難行動要支援者システム
	１５点

	被害情報集約システム
	１０点

	プレゼンテーション
	１０点

	初期構築経費
	５点

	運用保守経費
	５点

	合計
	２００点


　（３）結果通知等
審査結果は、参加した全ての者に令和８年　９月２４日（木）（予定）に郵送で通知する。ただし、審査に関する異議申し立ては一切受け付けない。

10．業務委託契約
（１）契約の締結は、第１位候補者と本町との間で協議を行い、協議が成立した場合に地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第２号に基づき随意契約を締結することを原則とする。なお、当該契約にあたり、技術提案内容（見積書を含む。）をもって、そのまま契約するとは限らない。
（２）第１位候補者と契約に至らなかった場合は、第２位候補者と協議を行う。
 
11．失格条項
次のいずれかに該当する場合は、無効又は失格とする。
（１）応募資格等を満たしていない場合
（２）提出書類の提出方法や提出期限を遵守しない場合
（３）提出書類の内容に虚偽の記載が認められた場合
（４）契約上限額を超える金額で見積書を提出した場合
（５）本要領に定める手続き以外の方法により、選考委員会の選考委員又は本町関係者に対し、本プロポーザルに対する援助を直接又は間接に求めた場合
（６）その他公平な審査を妨害する行為があったと認められた場合 
 
12．その他
（１）本プロポーザルの参加に要する経費は、全て参加者の負担とする。
（２）提出書類一式は、結果に関わらず返却しないものとする。
（３）採択された技術提案書等の著作権は、本町に帰属するものとする。
（４）提出された書類は、本プロポーザル実施期間中を除き、川越町情報公開条例の規定により第三者に公開される場合がある。
（５）契約後において、業務体制及び配置予定者調書（様式３）に記載した配置予定者は、病気、事故、退職等やむを得ない事情がある場合を除き、変更することはできない。



13．問い合わせ（書類提出先・質問書送付先） 
川越町役場　防災安全課
〒510-8588　三重県三重郡川越町大字豊田一色２８０番地
電話番号　０５９－３６６－７１２０
ＦＡＸ    ０５９－３６４－２５６８
Ｅ－mail    k-anzen@town.kawagoe.mie.jp
